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１０（ ２） ２０（ ７） ６８（ ８） （ ） （ ） ９８（１７）

②＜応募意見の政策案等への反映状況＞

対応状況 件数

計 98

とりネット
（実施担当課）

報道機関への
資料提供

県議会への報告
県民室等での

縦覧等
広報誌等への

掲 載
その他

○ ○

そ の 他

（例：施策の体系
外の意見等）

7

・担当者によって、かなり差があります。職員さん向けのNPOとの協
働研修などをしていただければと思います。
・鳥取力というキャッチフレーズを県民の不特定多数の方々に知らし
めるＰＲを強化していただきたい。

※その他：鳥取県新しい公共支援事業運営委員会

他の公表方法として該当するものに○を付してください。

③＜意見募集結果概要書を、1部添付してください。＞

対 応 困 難 10
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・中間支援センターの速やかな立ち上げを支援する。とにかく市民の
ニーズを細やかにくみ取ることが必要だ。
・NPO実態調査事業について、調査報告会をNPOに向けて行い、その場
でデータについて生の意見交換をする機会を設けると意味が増す。

・起業化一辺倒の協働のあり方を是正してください。鳥取力創造まつ
りには障害者福祉の分科会すらありませんでした。
・「新しい公共事業」と銘打たなくても本来の法を現場活動団体に適
用すればいいことではないでしょうか。

今後の検討課題
(参考意見とする)

→とりネットのパブコメページ・
県庁ロビー掲示板で公表します。

パブリックコメント実施結果報告書
平成23年5月18日

主 な 意 見

協働連携推進課

稲田・村上・桑村

0857-26-7071

鳥取県新しい公共支援事業基本方針(案)及び事業計画(案)について

・運営委員会のメンバーについて、２年後も(その後も)県のために関
わっていただける方を選んでもらいたい。
・研修については、わずかでもお金を払って参加してもらうようなし
くみにしてほしい。

既に盛り込み済み 15

・県民が参加する場・機会の創造事業について、受入れ体制を考える
のは必要です。
・NPO法人の会計、登記等、専門的にアドバイスできる人材育成。

反映した
(一部のみ反映した
ものを含む)
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